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（2）特長 

①ＳＯＭＰＯリスケアの専門コンサルタントの調査により、民泊事業を計画している建物の

法適合性の確保が図られ、違法性または瑕疵に係る損失が発生するリスクを低減する

ことができます。 

②民泊事業を目的とした不動産の取得前に、法適合性の確保に必要な改修工事の概要を

把握することが可能です。  

（3）費用・期間（ *2）  

【 1】費用 

①事前机上調査：30 万円（税抜）～ 

②許可等取得後の確認調査：20 万円（税抜）～ 

【2】期間 

①②とも 2 週間～ 

*2 建物規模により異なります。 

3.  受注目標 

年間 20 件、1,000 万円の受注を目指します。 

4.  今後の展開 

ＳＯＭＰＯリスケアは、本サービスを通じて、適法で安心・安全な民泊事業の発展に貢献

してまいります。 

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントについて 

Ｓ Ｏ Ｍ Ｐ Ｏ リ ス ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 株 式 会 社 は 、 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 日 本 興 亜 株 式 会 社 を 中 核 と す る

Ｓ Ｏ Ｍ Ｐ Ｏ ホールディングスのグループ会社です。「リスクマネジメント事業」「ヘルスケア事業」「サイバー

セキュリティ事業」を展開し、全社的リスクマネジメント（ERM）、事業継続（BCM・BCP）、健康経営推進支援、

特定保健指導・健康相談、メンタルヘルス対策、サイバー攻撃対策などのソリューション・サービスを提供

しています。 

サービス内容に関するお問い合わせ先 

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメント株式会社 リスクマネジメント事業本部 

リスクソリューション開発部［担当：中里、中村］ 

〒160-0023 東京都新宿区西新宿 1-24-1 エステック情報ビル 

TEL：03-3349-5961（直通）  

報道機関の方からのお問い合わせ先 

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメント株式会社 

経営企画部［担当：田所］ 

〒160-0023 東京都新宿区西新宿 1-24-1 エステック情報ビル 

TEL：03-3349-5468（直通）  
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